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南北離散家族をめぐる韓国家族法上の問題（)
──2012年「南北住民間の家族関係及び相続等に関する特例法」の紹介
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11 유욱，북한주민의 남한 내 상속재산 등 관리방안-ʼ 남북주민 사이의 가족관계
와 상속 등에 관한 특례법안ʼ 입법 취지와 해설，法務士2011년월호45면.；































13 Vgl. BVerfGE 62, 169.






















































































































































































































































































































































































30 최금숙，북한주민의 상속권보호를 위한 고찰，'가족법연구 제15권호309-
332면．
31 本法施行前に北朝鮮住民が相続・遺贈又は相続財産の返還請求権の行使により韓
国内の財産を取得した場合にも，本法施行日からは第章の規定が適用される。な
お，その場合，13条項中の「その権利の取得が確定した日」は，「本法施行日」と
みなす（付則条）。
別の財産管理人制度を設けるに至った31。そして，最後の第章は，「罰
則及び過料」に関する規定である。
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［資料］南北住民間の家族関係及び相続等に関する特例法（法律第
11299号，2012年月10日制定，2012年月11日施行）・条文仮訳
第章 総則
第条（目的）
本法は，韓国住民と北朝鮮住民の間の家族関係及び相続・遺贈並びにこれと関連
する必要な事項を規定することによって，南北住民の家族関係及び相続・遺贈に
関する法律関係の安定を図り，北朝鮮住民の韓国に所在する相続・受贈財産の効
率的な管理に寄与することを目的とする。
第条（法適用の基本原則）
本法を解釈・適用するに際しては，韓国と北朝鮮の関係が国家間の関係でない平
和的統一を志向する過程で暫定的に形成される特殊関係であることを考慮しなけ
ればならない。
第条（定義）
本法において使用する用語の意味は，次のとおりである。
．「韓国」とは，軍事分界線以南地域をいい，「北朝鮮」とは，軍事分界線以北
地域をいう。
．「韓国住民」とは，韓国地域に居住する住民をいい，「北朝鮮住民」とは，北
朝鮮地域に居住する住民をいう。
．「分断の終了」とは，韓国・北朝鮮が法律的又は事実的に一つの国家体制を
形成した状態をいう。
．「自由な往来」とは，韓国と北朝鮮の間で書信と通信の往来が完全に自由に
許され，相互の訪問において外国に比して特別な制限がなくなった場合をいう。
．「南北離散」とは，離散の事由や経緯を問わず，韓国と北朝鮮に離ればなれ
になっていることをいう。
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第章 管轄
第条（裁判管轄）
①本法が適用され又はそれと関連する事件において，裁判所は，当事者又は紛争
となった事件が韓国と実質的関連がある場合に裁判管轄権を有する。この場合，
裁判所は，裁判管轄配分の理念に適合する合理的な原則に従い，実質的関連の有
無を判断しなければならない。
②裁判所は，国内法の管轄規定を斟酌して裁判管轄権の有無を判断し，第項の
趣旨及び第条の基本原則を考慮しなければならない。
③第項及び第項により裁判管轄を有する裁判所に実質的障害によって提訴す
ることができない場合には，大法院が存在するところの管轄裁判所に訴えを提起
することができる。
第条（家庭法院の管轄）
①本法が適用される事件であって，家事訴訟法第条による家庭法院の専属管轄
に属する事件は，家庭法院の専属管轄とし，各事件の管轄に関しては，家事訴訟
法のそれぞれ該当する規定を適用する。
②第11条第項による相続回復請求事件は，家庭法院合議部の専属管轄とし，家
事訴訟法による다類家事訴訟事件の手続に従い審理・裁判する。
③第13条による北朝鮮住民の財産管理人の選任・変更に関する事件は，北朝鮮住
民の財産所在地にある家庭法院の専属管轄とする。
第章 南北住民間の家族関係に関する特例
第条（重婚に関する特例）
①1953年
月27日の韓国軍事停戦に関する協定（以下，「停戦協定」という）が
締結される前に婚姻し北朝鮮に配偶者を置いた者がその婚姻が解消されない状態
で韓国において再び婚姻をした場合には，重婚が成立する。
②第項の事由により重婚が成立した場合には，民法第816条第号及び第818条
の規定にもかかわらず，重婚を理由に婚姻の取消しを請求することができない。
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ただし，後婚配偶者の双方の間に重婚取消しについての合意がなされた場合には，
その限りでない。
③第項の事由により重婚が成立した場合であって，北朝鮮に居住する前婚の配
偶者も再び婚姻をした場合には，夫婦双方につき重婚が成立したときに，前婚は
消滅したものとみなす。
④停戦協定が締結される前に婚姻し韓国に配偶者を置いた者がその婚姻が解消さ
れない状態で北朝鮮において再び婚姻をした場合にも，第項から第項までの
規定を準用する。
第
条（失踪宣告の取消しに関する特例）
①停戦協定が締結される前に婚姻し北朝鮮に配偶者を置いた者がその配偶者につ
いて失踪宣告を受け，韓国において再び婚姻をした場合には，失踪宣告が取り消
されたとしても，前婚は復活しない。ただし，婚姻当事者が一方又は双方が失踪
宣告当時北朝鮮にいる配偶者の生存の事実を知っていた場合には，その限りでな
い。
②第項ただし書の事由により重婚が成立した場合，その取消請求に関しては，
第条第項を準用する。
③第項ただし書の事由により重婚が成立した場合であって，北朝鮮に居住する
前婚の配偶者も再び婚姻をした場合には，失踪宣告が取り消されたとしても，前
婚は復活しない。
第	条（親子関係存在確認の訴えに関する特例）
①婚姻中の子として出生した北朝鮮住民（北朝鮮住民だった者を含む）が韓国住
民である父又は母の家族関係登録簿に記録されていなかった場合，民法第865条
第項により訴えを提起することができる者は，親子関係存在確認の訴えを提起
することができる。
②第項の訴えは，民法第865条第項の規定にもかかわらず，分断の終了，自
由な往来その他の事由により，訴えの提起に障害事由がなくなった日から年内
で提起することができる。
③婚姻中の子として出生した韓国住民は，自らの家族関係登録簿に北朝鮮住民
（北朝鮮住民だった者を含む）である父又は母が記録されていなかった場合，そ
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の親子関係存在確認の訴えの提起に関しては，第項及び第項を準用する。
第条（認知請求の訴えに関する特例）
①婚姻外の子として出生した北朝鮮住民（北朝鮮住民だった者を含む）及びその
直系卑属又はその法定代理人は，韓国住民である父又は母を相手として認知請求
の訴えを提起することができる。
②第項の訴えは，民法第864条の規定にもかかわらず，分断の終了，自由な往
来その他の事由により訴えの提起に障害事由がなくなった日より年内で提起す
ることができる。
③婚姻外の子として出生した韓国住民及びその直系卑属又はその法定代理人が北
朝鮮住民である父又は母を相手として認知請求の訴えを提起する場合にも，第
項及び第項を準用する。
第章 南北住民間の相続等に関する特例
第10条（相続財産返還請求に関する特例）
①南北離散後本法公布日前に失踪宣告（不在宣告に関する特別措置法による不在
宣告を含む）を受けた北朝鮮住民について失踪宣告の取消審判が確定した場合，
失踪宣告の取消審判を受けた者は，失踪宣告を直接原因として財産を取得した者
（その相続人を含む）を相手にその財産の返還を請求することができる。
②第項の場合，返還請求の相手方が善意である場合には，その受けた利益が現
存する限度において返還する義務があり，悪意の場合には，その受けた利益のう
ちから本法公布当時に現存する利益に利息を付して返還し，損害があればこれを
賠償しなければならない。
③第項の事由により失踪宣告が取り消された場合，民法第29条第項ただし書
の規定にもかかわらず，その失踪宣告の取消しは，本法公布日前までになされた
行為と本法公布日から失踪宣告取消審判の確定前までに善意でなされた行為の効
力に影響を及ぼさない。
④南北離散後本法公布日前に失踪宣告（不在宣告に関する特別措置法による不在
宣告を含む）以外の事由で死亡と処理された北朝鮮住民が生存している場合，そ
の生存者は，死亡処理を直接原因として財産を取得した者（その相続人を含む）
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を相手にその財産の返還を請求することができる。
⑤第項による財産の返還請求に関しては，第項及び第項を準用する。この
場合，第項中「失踪宣告の取消審判の確定」は，「相続財産の返還請求」とみ
なす。
第11条（相続回復請求に関する特例）
①南北離散により被相続人である韓国住民より相続を受けられなかった北朝鮮住
民（北朝鮮住民だった者も含む）又はその法定代理人は，民法第999条第項に
より相続回復請求をすることができる。この場合，他の共同相続人がすでに分割
その他の処分を行った場合には，その相続分に相当する価額をもって支払うよう
請求することができる。
②第項の場合に共同相続人中に相当な期間同居・看護その他の方法で被相続人
を特別に扶養し又は被相続人の財産の維持又は増価に特別に寄与した者がいると
きには，相続開始当時の被相続人の財産の価額から共同相続人の協議により定め
たその者の寄与分を控除したものを相続財産とみなし，相続回復請求権者の相続
分を算定する。
③第項による協議が調わず又は協議することができない場合には，家庭法院は，
第項に規定された寄与者の請求に応じて，寄与の時期・方法及び程度並びに相
続財産の額その他の事情を斟酌して，寄与分を定める。
④第項及び第項による寄与分は，相続が開始した時の被相続人の財産価額か
ら遺贈の価額を控除した額を超えることができない。
第12条（相続の単純承認擬制に対する特例）
相続開始当時北朝鮮住民（北朝鮮住民だった者を含む）である相続人が分断によ
り民法第1019条第項の期間内に限定承認又は放棄をなしえなかった場合には，
民法第1026条第号の規定にもかかわらず，相続により取得する財産の限度にお
いて被相続人の債務と遺贈を弁済すべき責任がある。
第章 北朝鮮住民の相続・受贈財産等の管理
第13条（財産管理人の選任等）
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①北朝鮮住民が相続・遺贈又は第10条第項及び第項に規定された事由により
韓国内の財産に関する権利を取得した場合には，その権利の取得が確定した日か
らカ月以内に裁判所に対してその北朝鮮住民の韓国内の財産（相続・遺贈を受
けた財産等の果実又は対価として得た財産を含み，以下，「相続・遺贈財産等」
という）を管理する財産管理人の選任を請求しなければならない。
②北朝鮮住民が第項により財産管理人の選任を請求せず又は請求することがで
きない場合には，民法第777条による親族その他の利害関係人又は検察官が裁判
所に対して財産管理人の選任を請求することができる。
③北朝鮮住民に対して遺贈をした遺言者は，裁判所に対して財産管理人の選任を
請求することができる。この場合，第項及び第項を適用しない。
④財産管理人が辞任又は死亡した場合における財産管理人の選任に関しては，第
項及び第項を準用する。この場合，第項中「その権利の取得が確定した
日」は，「財産管理人が辞任又は死亡した日」とみなす。
⑤財産管理人が次の各号の一に該当する場合には，北朝鮮住民は，民法第777条
による親族その他の利害関係人又は検察官は，裁判所に対して財産管理人の変更
を請求することができる。
．財産管理人が第16条による欠格事由に該当するにいたった場合
．財産管理人が相続・遺贈財産等を不適当な方法で管理しこれを危殆化し又
は危殆化するおそれが明白である場合
．財産管理人が本法に規定された義務を懈怠した場合
．その他第号から第号までに準ずる事由がある場合
⑥裁判所は，第項から第項までの規定による請求がある場合には，相続・遺
贈財産等の権利に適切な財産管理人を選任しなければならず，第項による請求
がある場合には，相続・遺贈財産等の管理に適切な財産管理人に変更することが
できる。
第14条（財産管理人の注意義務等）
第13条により選任又は変更された財産管理人（以下，「財産管理人」という）の
注意義務に関しては，民法第681条を準用し，財産管理人の担保提供及び保守に
関しては，民法第26条第項及び第項を準用する。
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第15条（財産管理人を通さなかった法律行為の効力）
財産管理人を通さず相続・遺贈財産等に関して行われた法律行為は，無効とする。
ただし，第19条により法務部長官の許可を受けた場合には，その限りでない。
第16条（財産管理人の欠格事由）
財産管理人として選任された者は，韓国住民であって，次の各号の一に該当しな
い者でなければならない。
．未成年者・禁治産者・限定治産者
．更生手続開始決定，個人更生手続開始決定又は破産宣告を受けた者
．資格停止以上の刑の宣告を受け，その刑期中にある者
．相続・遺贈財産等を取得した北朝鮮住民に対して訴訟を行ったことがあり若
しくは行っている者又はその配偶者及び直系血族
第17条（財産管理人の申告義務等）
①財産管理人は，選任された日よりカ月以内に北朝鮮住民の姓名，住所，相
続・遺贈財産等の目録その他大統領令で定める事項を法務部長官に申告しなけれ
ばならない。
②辞任した財産管理人又は第13条第項及び第項により変更された財産管理人
は，辞任又は変更された日よりカ月以外にその辞任事実等大統領令で定める事
項を法務部長官に申告しなければならない。
③財産管理人は，大統領令で定めるところに従い，相続・遺贈財産等の変動事項
が分かるように財産目録を作成・保存しなければならず，その変更事項を法務部
長官に申告しなければならない。
④法務部長官は，財産管理人の財産管理事項を確認する必要があり又は相続・遺
贈財産等の管理・保存に必要な場合には，財産管理人に関連資料の提出・要求等
必要な措置を命ずることができる。
⑤第項から第項までの場合に，その費用は，相続・遺贈財産等から支払われ
る。
第18条（財産管理人の権限）
①財産管理人が民法第118条に規定した権限を越える行為をしようとするときに
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は，大統領令で定めるところに従い，事前に法務部長官の許可を受けなければな
らない。
②第項による許可を受けなかった処分又は契約は，無効とする。
第19条（北朝鮮住民の直接使用・管理等）
①相続・遺贈財産等を財産所有者である北朝鮮住民に直接使用・管理させようと
する者は，大統領令で定めるところに従い，事前に法務部長官の許可を受けなけ
ればならない。許可を受けた事項のうち大統領令で定める重要内容を変更すると
きにも，また同じである。
②法務部長官は，次の各号の一に該当する場合には，その目的に必要な限度で第
項による許可を行うことができる。ただし，大韓民国の国家安全保障，秩序維
持及び公共福利を阻害するおそれがある場合であって，大統領令で定める場合に
は，その限りでない。
．所有者又は民法第777条による親族の生計に必要な個人的消費のためであ
る場合
．所有者又は民法第777条による親族の疾病治療のためである場合
．その他第号及び第号に準ずる場合であって，大統領令で定める場合
③法務部長官は，第項による許可を行う場合，国家安全保障，秩序維持及び公
共福利を考慮し，大統領令で定めるところに従い，条件を付することができる。
④法務部長官は，第項による許可を行う場合に，大統領令で定めるところに従
い，許可対象となる財産権の種類，使用・管理の方法，財産の価額等に関して一
定の範囲を定めて包括的に許可することができる。
⑤法務部長官は，次の各号の一に該当する場合には，第項による許可を取り消
すことができる。
．虚偽その他不正な方法で許可を受けた場合
．第項による条件に違反した場合
．その他国家安全保障，秩序維持及び公共福利のため必要な場合であって，
大統領令で定める場合
第20条（協助要請等）
①法務部長官は，北朝鮮住民の相続・遺贈財産等の取得及び変更の状況，相続・
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遺贈財産等を取得した北朝鮮住民の人的事項等を確認するため必要な場合には，
関係行政機関若しくは団体又は個人に事実確認及び関連資料の提供等の協助を要
請することができる。この場合，協助要請を受けた関係行政機関若しくは団体又
は個人は，特別な事情がない限り，協助しなければならない。
②法務部長官は，財産管理人が申告し又は法務部長官が許可した事項及び第項
により知られた事項を大統領令で定めるところに従い，統一部長官に通報しなけ
ればならない。
第21条（相続・遺贈財産等を取得した北朝鮮住民の登録台帳）
①法務部長官は，次の各号の事項を登録・管理するため，大統領令で定めるとこ
ろに従い，北朝鮮住民の登録台帳（以下，「北韓住民登録台帳」という）を作
成・保存しなければならない。
．相続・遺贈財産等を取得した北朝鮮住民に関する人的事項
．北朝鮮住民の相続・遺贈財産等の取得に関する事項
．その他相続・遺贈財産等の効率的管理のため必要な事項であって，大統領
令で定める事項
②法務部長官は，第17条から第19条までの規定により申告を受けた事項，申告後
の変動事項及び許可した事項を北朝鮮住民登録台帳に登録・管理しなければなら
ない。
③法務部長官は，北朝鮮住民登録台帳に登録された北朝鮮住民に対しては，大統
領令で定めるところに従い，個人別に固有の登録番号（以下，「北朝鮮住民登録
番号」という）を付与しなければならない。
④北朝鮮住民が韓国内の不動産を登記する場合に，北朝鮮住民登録番号は，不動
産登記法第49条により付与された不動産登記用登録番号とみなす。
第章 罰則及び過料
第22条（罰則）
①次の各号の一に該当する者は，年以内の懲役又は5000万ウォン以下の罰金に
処する。
．第19条第項による許可（変更許可を含む）を受けず，財産を北朝鮮住民
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に直接使用・管理させた者
．虚偽その他不正な方法で第19条第項による北朝鮮住民の直接使用・管理
の許可（変更許可を含む）を受けた者
②次の各号の一に該当する者は，年以下の懲役又は3000万ウォン以下の罰金に
処する。
．第18条第項に違反し法務部長官の許可を受けず権限を越える行為を行っ
た者
．第19条第項による許可条件に違反した者
③第項の未遂犯は処罰する。
第23条（罰則）
①次の各号の一に該当する者には，1000万ウォン以下の過料を賦課する。
．第17条第項及び第項の期間内に申告を行わず又は虚偽の申告をした者
．第17条第項により財産目録を作成・保存せず又は虚偽で財産目録を作成
した者
．第17条第項により相続・遺贈財産等の変更事項を申告せず又は虚偽の申
告をした者
．第17条第項による法務部長官の措置命令に従わなかった者
②第17条第項による過料は，大統領令で定めるところに従い，法務部長官が賦
課・徴収する。
付則（第11299号，2012年月10日）
第条（施行日）
本法は，公布後カ月が経過した日より施行する。
第条（効力の不遡及及び経過措置）
本法は，本法施行前に本法で規律される内容と関連する法律に従い生ずる効力に
影響を及ぼさない。ただし，本法施行当時韓国住民と北朝鮮住民の間における家
族関係又は相続・遺贈等に関する訴訟が裁判所に継続中である事件に関しては，
本法を適用する。
第条（財産管理人選任等に関する適用例）
本法施行前に北朝鮮住民が相続・遺贈又は相続財産返還請求権の行使により韓国
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内財産を取得した場合にも，本法施行日からは第章（第13条から第21条まで）
の規定を適用する。この場合，第13条第項中の「その権利の取得が確定した
日」は，「本法施行日」とみなす。
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